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エグゼクティブサマリー 

2026 年 3 月 10 日に開催された第 3 回日本成長戦略会議は、17 の戦略分野から官民で優先投資す

る 61 の製品・技術を選定し[1][2]、高市政権の産業政策「サナエノミクス」が構想段階から実行段

階へ移行したことを示した。半導体の 2040 年売上高 40 兆円、フィジカル AI（AI ロボット）の

世界シェア 3 割超・20 兆円市場獲得という野心的な数値目標が提示された[3][4]が、国内外の評価は

大きく割れている。経済界は概ね支持を表明する一方、シンクタンク・エコノミストは財政持続

性や供給側改革の不足を厳しく指摘し[5][6]、IMF も「産業政策には明確な終了条件が必要」と釘を

刺した[7]。金融市場は同日＋1,519 円と急反発したものの、これは主に中東情勢の変化が要因であ

り、成長戦略との直接的連動は限定的である[8][9]。 

  



第 3回日本成長戦略会議（令和 8年 3月 10日）——国内外評価レポート 

3 / 12 

1. 会議の全体像——17分野・61技術と官民投資ロードマップ 

第 3 回日本成長戦略会議は 3 月 10 日 17 時 45 分から 18 時 30 分まで、総理大臣官邸 2 階大ホー

ルで開催された[10]。議長は高市早苗首相、副議長は木原稔官房長官と城内実・日本成長戦略担当

大臣が務め、片山さつき財務大臣、赤澤亮正経済産業大臣、小泉進次郎防衛大臣ら閣僚に加え、

経団連の筒井義信会長、連合の芳野友子会長、シナモン AI の平野未来 CEO、東京大学の鈴木一

人教授など 12 名の有識者委員が出席した[11][12]。 

議題は 2 つ。第一に、17 の戦略分野における「主要な製品・技術等」の選定、第二に成長戦略が

経済財政に与える効果試算である[10]。17 分野とは、①AI・半導体、②造船、③量子技術、④合成

生物学・バイオテクノロジー、⑤航空・宇宙、⑥デジタル・サイバーセキュリティ、⑦コンテン

ツ産業、⑧フードテック、⑨資源・エネルギー安全保障・GX、⑩防災・国土強靱化、⑪創薬・先

端医療、⑫フュージョンエネルギー、⑬マテリアル、⑭港湾ロジスティクス、⑮防衛産業、⑯情

報通信、⑰海洋であり、2025 年 11 月の本部設置時に策定されたものだ[13][14]。 

この 17 分野から「国内のリスク低減の必要性」「海外市場の獲得可能性」「技術の革新性」を基

準に 61 の製品・技術が選定された。うち 27 項目（フィジカル AI、量子コンピュータ、オール光

ネットワーク、小型ドローン、陸上養殖、ゲーム、次世代船舶など）については先行して官民投

資ロードマップ素案が公表されている[2][15]。高市首相は各担当大臣に対し、「日本が取り得る勝ち

筋」を見出し、供給・需要の両面からの総合支援策と投資の内容・規模・時期を明確化するよう

指示した[10][16]。 

注目すべき具体的指示は 3 つある。第一に、赤澤経産大臣と小泉防衛大臣に対する防衛産業への

技術シーズの大規模調達の道筋づくり。第二に、片山財務大臣に対する「危機管理投資」「成長

投資」の財政別枠管理の方策検討。第三に、城内大臣に対する投資額・GDP 寄与・税収増・債務

残高対 GDP 比への定量的効果の算出と、夏の「骨太方針」への反映である[16]。 

2. 日本国内の評価——賛否二極化の構図 

2.1 経済界は「条件付き支持」 
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経団連の筒井義信会長は 2026 年新年の共同会見で「経済財政諮問会議や日本成長戦略会議での意

見発信に努め、官民連携をさらに強固にしたい」と積極的な協力姿勢を表明していた[17]。経済同

友会も高市政権の「危機管理投資」「成長投資」を「日本の帰趨にかかる最重要課題」と高く評

価しつつ、デジタル化に応じた経済構造転換や外国人材活用、労働市場改革といった構造改革の

併行実施を強く求めた[18]。連合の芳野友子会長は委員として出席し資料を提出しているが、別途

経団連の経労委報告に対する見解では、賃上げのモメンタム定着の方向性で一致しつつも価格転

嫁の実効性や労働分配率の改善を求めている[19]。 

2.2 シンクタンクの構造的批判 

最も厳しい批判を展開したのは野村総合研究所の木内登英氏だ。2026 年 2 月 19 日の論考で「政

府の投資は非効率で無駄が多く、政府債務の増加につながりやすい」「企業は政府に依存するよ

うになり、むしろイノベーションが阻害される」と断じ、国内回帰促進が自由貿易を阻害し、物

価高をもたらすリスクを指摘した[5]。「経済の主役はあくまでも民間であるべき。高市政権が掲げ

る成長戦略は、政府の投資拡大が中核であり、今までの成長戦略とは異質のもの」という評価

は、本会議の路線への根本的な疑問を投げかけている[5]。 

大和総研の神田慶司氏は「過去の政権は成長戦略を実行してきたが、潜在成長率を引き上げるこ

とはできなかった」と歴史的事実を突きつけ、2034 年度の純債務残高対 GDP 比が 2024 年度か

ら 20～50%ポイント上昇するリスクを試算した[6]。同じく大和総研の熊谷亮丸氏は「バラマキ色

の強い施策が実施されれば、財政懸念から円安が進み物価上昇圧力が一段と強まる」と警告して

いる[20]。 

一方で、第一生命経済研究所の熊野英生氏は「単なる財政拡張・金融緩和よりもテーマを絞って

民間投資を後押しする方が望ましい」と 17 分野選定自体は歓迎したものの、インバウンド・観光

や健康・予防医療といった重要分野の欠落、造船・防衛などの「旧来型財政出動」の混在、そし

て分野横断的課題（賃上げ、労働市場改革）の優先度の低さを問題視した[21]。三菱総合研究所も

「予算規模ありきではなく、費用対効果の高い施策にめりはりをつけるべき」と注文をつけてい

る[22]。 
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2.3 メディアの論調 

日経新聞は成長戦略本部設置時の社説で「17 項目は総花的」「ばらまきの要素をはらんでいる」

と警告し、規制緩和と労働市場改革を優先すべきだと主張してきた[23]。積極財政派の民間委員で

会議が構成されている点や、法的位置づけが経済財政諮問会議より軽い閣議決定ベースである点

も指摘している[24]。NHK は 61 の製品・技術選定と半導体 40 兆円目標を中心に事実ベースの中立

的報道を行った[1]。Bloomberg 日本語版は「高市政権、AI ロボットで世界シェア 3 割確保へ」と

速報し、ロードマップ素案の概要を伝えた[3]。 

3. 海外からの評価——IMFの警告と投資銀行の楽観が交差 

3.1 国際機関は財政規律を重視 

IMF は 2026 年 2 月 17 日に公表した対日 4 条協議の総括声明で、成長戦略会議の 3 週間前に重要

な布石を打った。産業政策の活用について「時限的で明確な終了条件を設け、費用対効果の徹底

的な分析を行うべき」と釘を刺し、「市場の失敗が存在する狭い分野に限定すべき」と明記した

[7]。財政面では「近い将来のさらなる財政緩和は控えるべき」と勧告し、利払い費が 2025 年から

2031 年にかけて倍増する見通しを示している[7]。GDP 比 203%の政府債務は主要国で最悪の水準

だ[25]。 

OECD も 2026～27 年の実質 GDP 成長率を 0.9%と予測し、「財政刺激は大規模ショックの時期

に限定すべき」「中期的な財政健全化の道筋を設計・実施せよ」と求めた[26]。規制の複雑さを低

減しデジタル化で企業参入と生産性を高めるべきとの提言は、日経新聞や NRI 木内氏の主張と軌

を一にしている。 

3.2 海外投資銀行の評価 

ゴールドマン・サックスのブルース・カーク（チーフ・ジャパン・エクイティ・ストラテジス

ト）は、防衛関連が日本株の次のカタリストになるとの見方を示し、高市政権の産業政策を前向

きに評価した。ただし「恒久的な減税と歳出増が実施されれば、債務対 GDP 比は長期的な上昇ト
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レンドに戻り、財政健全性が損なわれかねない」とも警告している[27]。 

野村証券の森田京平チーフエコノミストは「約 30 年日本経済を見てきたが、生産性が本当に上が

るかもしれないと感じたのは初めて」と異例の楽観を示した[28]。ドイツ銀行は「戦略的・安全保

障志向の投資（半導体、AI、防衛）へのシフト」として肯定的に分析し[29]、ソシエテ・ジェネラ

ルも日経 225 の 12 カ月目標を＋9%と設定した[30]。 

3.3 批判的な国際的視点 

ユーラシア・グループは 2026 年のトップリスクレポートで、中国のデフレ罠が日本の最大の脆弱

性であるとし、「AI バブルが 2026 年に崩壊すれば日本企業にとって大きな問題」と警鐘を鳴ら

した[31]。Fair Observer は「エンジンは回っているが乗客は不満を言っている」と評し、実質賃金

が依然として縮小している現実を指摘した[32]。CNBC も 2025 年第 4 四半期 GDP が予想を下回っ

たことを報じ、回復力の弱さを強調している[33]。 

4. AI・知的財産戦略——「イノベーション・ファースト」で世界と差別

化 

本会議の AI 関連議論は、2025 年に構築された政策基盤の上に展開された。2025 年 5 月成立の AI

法（人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律）は EU の AI Act とは対照的に罰

則規定を持たない促進型立法であり、首相を長とする「人工知能戦略本部」が全閣僚参加で国家

横断的に AI 政策を統括する[34][35]。2025 年 12 月には AI 基本計画が閣議決定され、「世界で最も

AI を開発・活用しやすい国」を目標に 1 兆円超の AI 関連投資を掲げた[36][37]。 

第 3 回会議では、AI・半導体が 17 戦略分野の筆頭に位置づけられ、フィジカル AI（製造業ロボ

ット制御等）が先行ロードマップ 27 項目に含まれた[3][15]。経産省の 2026 年度予算は約 3.07 兆円

（前年度比約 50%増）で、うち半導体・AI 関連に 1.23 兆円（約 4 倍増）が計上されている。ラ

ピダスに 1,500 億円、国内 AI 開発に 3,873 億円が充てられ、2021～26 年度累計の AI・半導体支

援額は 7 兆円超に達する見通しだ[38][39]。 

知的財産面では、2025 年 6 月の知的財産推進計画 2025 が「IP トランスフォーメーション」をテ
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ーマに、AI 時代の知的財産エコシステム構築を打ち出した[40]。生成 AI と著作権の関係整理、ディ

ープフェイク対策、AI 発明の保護のあり方など、法・技術・契約の各手段を組み合わせるアプロ

ーチが進行中である[41]。世界経済フォーラムは日本の AI ガバナンスを「イノベーション・ファー

ストの模範」と評価し[42]、楽天の三木谷浩史 CEO も Project Syndicate への寄稿で「AI が日本の

労働力不足を克服し、グローバルな技術リーダーシップを回復させる」と楽観を表明した[43]。 

5. 金融市場の反応——中東情勢に翻弄された 1日 

3 月 10 日の金融市場は、成長戦略会議よりも米国・イスラエルのイラン攻撃（2 月 28 日開始）の

推移に支配された。3 月初旬に WTI 原油が一時 111 ドル台に急騰し、日経平均は 9 日に前日比

2,892 円安（過去 3 番目の下げ幅）を記録[8]。しかし 10 日にトランプ大統領が攻撃は「ほぼ完

了」と発言したことで原油が急落（一時 81 ドル台、1 日で約 40 ドル下落）し、日経平均は＋

1,519 円（54,248 円）と急反発した[9]。11 日もオラクル好決算を受けた AI 関連株（ソフトバンク

グループ、アドバンテスト）がけん引し＋776 円（55,025 円）で続伸した[44]。 

為替市場ではドル円が 157～159 円台のレンジで神経質に推移。有事のドル買いと戦争終結期待の

円高が交錯する不安定な展開だった[45]。成長戦略会議との直接的な市場連動は限定的だが、中長

期的には市場関係者の評価は概ね前向きだ。三井住友 DS アセットマネジメントの市川雅浩氏は

「官民投資ロードマップの策定、夏の成長戦略とりまとめ、日本版 DOGE の財政効率化の 3 本柱

が進展すれば、持続的な株高と投機的な円安・長期金利上昇の抑制につながる」と分析[46]。J.P.モ

ルガンも「米独中に遅れてようやく日本にも財政刺激期待による株高が到来」と評価している

[47]。 

6. 構造的課題——5つの批判論点 

6.1 財政持続性 

GDP 比 203%の政府債務を抱えながら「別枠管理」で成長投資を拡大する路線に対し、IMF[7]、

OECD[26]、ゴールドマン・サックス[27]、大和総研[6]がそれぞれ独立に警鐘を鳴らした。大和総研の
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試算では純債務残高対 GDP 比が 10 年間で 20～50 ポイント上昇するリスクがある[6]。 

6.2 17分野の総花性 

日経新聞[23]と第一生命研究所[21]は、インバウンド観光や予防医療といった有望分野が欠落する一

方、造船・防衛など旧来型財政出動に近い分野が混在していると批判した。「国家が勝ち筋を選

べるのか」という産業政策そのものへの根本的懐疑は、NRI 木内氏が最も鋭く提起している[5]。 

6.3 供給側改革の不足 

規制緩和、労働市場の流動化、企業参入障壁の低減といったサプライサイド改革が成長戦略の中

心になっていないことを、日経新聞[23]、NRI[5]、OECD[26]、IMF[7]が共通して指摘している。過去

30 年にわたり歴代政権が成長戦略を策定してきたにもかかわらず、潜在成長率は 0.5～0.7%にと

どまってきた事実がこの批判の重みを裏付ける[6]。 

6.4 積極財政派による会議構成 

日経新聞は、民間委員が積極財政論者で構成されている点や、経済財政諮問会議よりも法的根拠

の弱い閣議決定ベースの設置である点を指摘し、議論の客観性に疑問を呈した[24]。「安倍首相の

再現を目指している」との分析もある[24]。 

6.5 実質賃金の低迷 

名目賃金は歴史的なペースで上昇しているものの、実質賃金は依然としてマイナス圏にあると

IMF が指摘しており[25]、「1996 年以降、生産性と賃金のギャップは大幅に拡大した」とされる。

Fair Observer も国民生活への波及の遅れを懸念している[32]。 

7. 結論——「実行の質」が問われるフェーズへ 

第 3 回日本成長戦略会議は、高市政権のサナエノミクスが「何をやるか」の段階から「どう実行

するか」の段階へ移行したことを示す節目となった。61 技術の選定と 27 項目のロードマップ素
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案は、過去の成長戦略にはなかった具体性を持つ。しかし、その具体性ゆえに批判もまた具体化

している。IMF が求める「終了条件付き・費用対効果分析済み」の産業政策[7]と、「別枠管理」に

よる財政拡張という高市路線の間には本質的な緊張がある。夏の「骨太方針」でこの緊張にどう

決着をつけるかが、国内外の評価を左右する最大の試金石となるだろう。 

野村証券の「30 年で初めて生産性向上を確信した」[28]という楽観と、NRI の「イノベーションが

阻害される」[5]という悲観のどちらが正しいかは、結局のところ、61 の勝ち筋のうちいくつが本

当に「勝てる」かにかかっている。知的財産戦略の観点からは、AI 基本計画と知財推進計画 2025

が示した「イノベーション・ファースト」路線が、各戦略分野での IP 創出・活用にどこまで実効

性を持つかが注目される[40][42]。 
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